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Abstract: Today’s international community faces a variety of environmental problems, the nature and severity 

of which differ across countries and regions. While much research on the classification of environmental 

issues and the determinants of pro-environmental behavior has accumulated mainly within the field of social 

dilemmas, previous studies have not clarified the interrelationships among psychological factors for each type of 

dilemma, nor have they quantitatively verified the validity of their models. This study uses the International Social 

Survey Programme （ISSP） Environment IV – ISSP 2020 to compare and examine the processes through which 

environmental consciousness is formed for each type of environmental problem that people consider important. 

The findings reveal both similarities and differences in how environmental consciousness is formed, depending 

on the type of environmental issue, and suggest associations with economic factors. The results highlight the 

importance of setting and communicating environmentally friendly goals, as well as the need for developing 

strategies that improve living standards without increasing environmental burdens. These findings encourage 

further discussion toward the realization of a sustainable society.
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1.　はじめに

1-1.　背景

2024 年 11 月の COP29 では，気候資金の年間目

標額が現在の 1000 億ドルから 35 年までに 3000

億ドル以上へ増額されることが決定した（『読売新聞』

2024.11.25 朝刊）．しかし，先進国と途上国の意見

の隔たりは大きく，目標実現が危ぶまれている．合意

の形骸化を防ぐためには，環境危機の質や程度が国・

地域によって大きく異なるという現実を直視し，この

ことが個人に与える影響を把握することが重要である．

そこで本研究は，さまざまに異なる環境問題に向き合

う人々の環境配慮意識が形成されるまでの心理プロセ

スを明らかにすることを目的とする．
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1-2.　先行研究とリサーチクエスチョン

今日の国際社会が直面する環境問題には , 地球温暖

化問題や水不足，汚染問題などさまざまなタイプがあ

る．これらの事例に共通する特質は，各人の生み出す

環境負荷は小さいが，累積すると破壊的影響を及ぼす

という「社会的ジレンマ」の要素である．

社会的ジレンマは，合理的行動を選択した結果，各

行為者主体に望ましくない帰結がもたらされる状況を

さす．しかし，環境問題においては，行為者（受益圏）

と被害者（受苦圏）が必ずしも一致しない．本研究で

はこの点に着目した船橋（1995）に則り，「社会的

ジレンマ」を「複数の行為主体が，相互規制なく自分

の利益を追求できるという関係のなかで，私的に合理

的に行為しており，彼らの行為の集積結果が集合財の

悪化を引き起こし，各当該行為主体あるいは他の主体

にとって望ましくないものであるとき，そのような構

造を持つ状況」と定義する．

船橋（1995）は「自己回帰型ジレンマ」，「加害型

ジレンマ」，「格差自損型ジレンマ」の 3 つに分類し

ている．なお本研究は社会的ジレンマという事象その

ものにアプローチすることが目的ではない．そのため，

上記 3 類型は便宜上，「自己回帰型環境問題」，「加害

型環境問題」，「格差自損型環境問題」と表記する．

「自己回帰型環境問題」は，受益圏と受苦圏が一致

する構造を持つ環境問題である．「共有地の悲劇」の

ような，再生可能な資源の保全をめぐる問題は典型的

な自己回帰型の環境問題とされている．一方で，再生

不可能な，いわゆる「負の公共財」の供給をめぐる問

題も多くは自己回帰型に分類される．木村（2002）

に則れば，前者は「資源管理問題」，後者は「環境汚

染問題」と同義である．「資源管理問題」は環境か

ら有益な資源を「取る」という行為に起因し（木村 

2002），過放牧・過耕作による水不足が例として挙

げられる．「環境汚染問題」は負の公共財を「投入する」

という行為に起因し（木村 2002）, 家庭ゴミの最終

処分場をめぐる問題（小松 2008）などが該当する．

受益圏と受苦圏は空間的および時間的に乖離しうる．

小松（2008）は放射性廃棄物の処理問題を例に，こ

の状況を説明している．原子力発電によるエネルギー

は大都市圏で享受され，放射性廃棄物の処理は郊外が

負わされる．さらに放射性廃棄物の危険性は数十万年

先まで存在する．このように，受益圏と受苦圏が一致

しない構造を持った環境問題を「加害型環境問題」と

いう．

現在世代が利益を享受し，将来世代が害を被る状況

は地球温暖化問題も例として挙げられる．現在世代の

自動車利用やエアコンの過度な使用が地球規模での温

室効果をもたらすまでには相当な時間がかかるため，

地球温暖化問題は受益圏と受苦圏が区別される問題と

解釈できる． 

「格差自損型環境問題」は受益圏と受苦圏が一部重

複していると同時に，受益のみ，受苦のみの圏が存在

する状態を指す．これを設定することは，自己回帰型

と加害型が受益圏・受苦圏の連続的な変化の上に成立

していることを理解する上で重要である．しかし，さ

まざまな受益圏，受苦圏の組み合わせが生じる状況は

程度の差はあれ，いずれの問題でも起こりうることで

ある．そのため，本研究では調査対象となる環境問題

が格差自損型環境問題である可能性は考慮しない．

このように環境問題を社会的ジレンマ状況と捉える

ならば，行為主体が協力行動を選択するまでのプロセ

スを理解することが肝要である．

広瀬（1994）は環境配慮の態度（以下，目標意図）

が形成される時点と，実際に環境配慮行動を取ろうと

する行動意図が形成される時点には，一定の時間的な

間隔が存在すると指摘した．その上で，目標意図が形

成される段階と行動意図が形成される段階の違いを仮

定した「環境配慮行動の 2 段階モデル」（以下，広瀬

モデル）により，態度と行動の不一致が生じる心理的

プロセスを説明した．

広瀬モデルでは目標意図から行動意図に至るプロセ

スに加え，両者を規定する変数を仮定し，それぞれが

形成される段階が明確に異なることを説明している．

目標意図は環境問題の深刻さの評価である「環境リス

ク認知」，環境問題への個人的な責任感である「責任

帰属認知」，自分たちの取り組みで環境問題が解決で

きるという有効感である「対処有効性認知」の 3 つ

の環境認知により形成される．行動意図は，行動にか

かる個人的便益やコストについての「便益・費用評価」，

地域社会などの準拠集団の規範に一致するかについて

の「社会規範評価」，行動実行に関する制約や容易さ
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に対する評価である「実行可能性評価」の 3 つの行

動評価により形成される．

広瀬（1994）は複数の先行研究を例に取り，これ

らの要因間の連関が環境問題の類型ごとに異なる可能

性を指摘した．しかし，加害型環境問題も含めたジレ

ンマ状況ごとに，それぞれの連関を明確化することは

行われていない．そこで本研究では，「人々が重視す

る環境問題の類型により，環境配慮的な行動意図の形

成過程に相違は生じるのか」というリサーチクエス

チョンを立てる．

1-3.　仮説

広瀬モデルを基に，環境問題の類型ごとに差異が生

じると予想される要因に絞って仮説モデルを構築した

（図 1）．各変数の概念は以下のように定める．

「目標意図」は，環境問題に対して何らかの貢献を

したいという態度を指す．「行動意図」は，具体的な

環境配慮行動を取ろうとする心理要因である．目標意

図に規定される動機の強さを表現するだけでなく，行

動の実行についての関与の程度を含む．「環境リスク

認知」は，「環境危機がどれほど深刻であり，その発

生がどれほど確からしいかについての認知」である．

リスク認知は，リスク削減のための自発的な対策と密

接に結びつくと考えられている（中谷内 2003）．環

境問題に貢献するということは，その問題が発生する

リスクの抑制に寄与することと言える．よって，目標

意図は環境リスク認知と関係すると考えられる．

「対処有効性認知」は，「何らかの対処によって環境

問題は解決が可能かどうかについて認知」である．人

は自らの協力行動の有効性の知覚が強いほど，協力的

に振る舞うことが知られている（藤井 2003）．規範

活性化理論に基づけば，「協力行動が重要であり，し

かも，その協力行動を行うべき者は他ならぬ自分であ

る」と感じる段階で，有効性の知覚が促進要因になる．

この段階の説明は，広瀬モデルにおける「目標意図」

に共通すると言える．よって，対処有効性認知は目標

意図の形成に関与すると仮定できる．

「社会規範評価」は，「自分の行動が準拠集団の規範

や期待に沿っているか否かについての評価」である．

行動意図に内在すべき規範が準拠集団に存在すること

は，社会的ジレンマの解消にとって極めて重要と考え

られる（依藤 2003）．本研究においても行動意図の

規定因として社会規範評価を採用する．

以上の要因について類型ごとの相違を想定し，次の

仮説について検証する．

仮説 1．資源管理問題，加害型環境問題を重視する国

（地域）では環境リスク認知が目標意図に正の影響を

与える．

仮説 2．加害型環境問題を重視する国（地域）よりも，

自己回帰型環境問題を重視する国（地域）の方が，対

処有効性認知が目標意図の促進要因になりやすい．

仮説 3．優位的社会規範に懐疑的である国（地域）で

は，社会規範評価が行動意図に正の影響を与える .

まず仮説 1 では，「環境リスク認知」と「目標意図」

との関連に着目する．中谷内（2003）は両者の関連

性が特に高いと推測される環境問題として次の 2 つ

を挙げている．第 1 に，被害のイメージを鮮明に浮

かべやすい環境問題，第 2 に，大惨事への潜在性や

将来世代への脅威が懸念される環境問題である．環境

問題について専門的な知識を持たない人が，環境リス

クを理解し，その程度を判断しようとするときは，情

報処理の負荷が低い判断の仕方が優勢になる．した

がって，生命や健康への被害を直感できる資源管理問

題はリスクとして認知しやすく，リスク削減要求に出

図 1　仮説モデル
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体あるいは他の主体にとって望ましくないものであるとき，
そのような構造を持つ状況」と定義する． 

船橋(1995)は「自己回帰型ジレンマ」，「加害型ジレン
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用やエアコンの過度な使用が地球規模での温室効果をもた
らすまでには相当な時間がかかるため，地球温暖化問題は
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動意図が形成される段階の違いを仮定した「環境配慮行動
の 2段階モデル」（以下，広瀬モデル）により，態度と行動
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題への個人的な責任感である「責任帰属認知」，自分たち
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た．しかし，加害型環境問題も含めたジレンマ状況ごとに，
それぞれの連関を明確化することは行われていない．そこ
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1.3  仮仮説説 

広瀬モデルを基に，環境問題の類型ごとに差異が生じる
と予想される要因に絞って仮説モデルを構築した（図 1）．
各変数の概念は以下のように定める． 

 
図 1 仮説モデル 
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やすいと考えられる．また，福島の原発事故では一度

大規模な災害が顕在化したために，そのリスクが過大

に見積もられることがあった．これは人々が，原子力

施設の事故を「多くの人を死に追いやる大惨事のポテ

ンシャルがあり，その影響を制御することも回避す

ることもできない， たいへん恐ろしいもの」（中谷内 

2003）と評価するからである．こうした恐ろしさに

対する評価はリスクの程度の評価と比例し，それぞれ

の評価が高いほど人々はリスクの規制を求めるように

なる．以上より，「資源管理問題，加害型環境問題を

重視する国（地域）では環境リスク認知が目標意図に

正の影響を与える」と考え，これを仮説 1 とした．

仮説 2 では，「対処有効性認知」と「目標意図」の

関連に差が生じると仮定する．一般に，グローバルな

問題よりもローカルな問題のほうが有効性の知覚は大

きくなるといわれている．地球温暖化の防止策として

は，自動車や電気の使用を控えることが有効とされて

いる．しかし，個人一人が自動車や電気の使用を控え

たところで，地球全体への貢献度は無に等しい．対し

て水不足や汚染問題は，消費者一人一人の節水行動や

排水への配慮，ゴミの減量がなければ解決しないこと

が理解しやすい（広瀬 1994）．この論理に基づけば，

「加害型環境問題を重視する国（地域）よりも，自己

回帰型環境問題を重視する国（地域）の方が，対処有

効性認知が目標意図の促進要因になりやすい」と予想

できるため，これを仮説 2 とする． 

最後に仮説 3 では，「社会規範評価」と「行動意図」

の関連に差が生じると仮定する．Reyes（2015）は

環境配慮意識に影響する社会規範として，「優位的社

会規範（Dominant Social Paradigm）」と「新環境

規範（New Environmental Paradigm）」の 2 種類

を挙げている．優位的社会規範とは，際限のない経済

成長，技術の進歩，環境に対する人間の支配といった

信念を支持する価値観である．新環境規範は優位的社

会規範とは逆に，生態系の崩壊や人間社会の持続可能

性，自然の支配権について疑問を呈するような信念で

ある（Dunlap et al. 2000）．Reyes（2015）は優

位的社会規範について，賛成に近いほど技術至上主

義的な信念を，反対に近いほど環境中心主義的な信

念を持つことを示した．また Saari and Damberg

（2023）は優位的社会規範が，行動意図（behavioral 

intention）に正の影響を与えることを実証的に示し

た．そこで，「優位的社会規範に懐疑的である国（地

域）では，社会規範評価が行動意図に正の影響を与え

る」と予想した．これを仮説 3 とする．

2.　研究方法

2-1.　データの概要

本 研 究 で は 国 際 比 較 調 査 グ ル ー プ ISSP

（International Social Survey Programme）の『環

境に関する国際比較調査（Environment IV- ISSP 

2020）』（以下，ISSP2020）について分析を試みる．

ISSP の調査は，参加国の学術団体や大学，調査機

関などが，毎年共通の社会学的テーマで実施するもの

である．ISSP2020 は 2019 年 10 月から 2023 年

5 月にかけて，28 の国と地域で実施された．ただし，

本研究においては，ハンガリーとスイスを除外した

26 の国と地域を分析対象とした．ハンガリーのみコ

ロナ禍以前に調査されており，回答の傾向がそれ以外

とは異なる可能性があるため（McRae 2022），除

外した．また，スイスは他国と比較して標本サイズが

突出して多く結果に偏りが出る可能性が危惧されたた

め対象から除外した．

表 1　ISSP2020 の調査概要

出典：ISSP 2020 – Environment Variable Report（2023）
より作成
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地域は，データを標準化した上で階層的クラスター分析
（ウォード法，対象間の非類似度は平方ユークリッド距離

の 1/2 倍）を行い，コレスポンデンス分析の結果を併用し
つつ，所属クラスターを決定した． 

次に，各観測変数の背後にある因子を推定するため探索
的因子分析（最尤法，プロマックス回転）と確認的因子分
析を行った．モデルの適合度指標が基準を満たすように仮
説モデルに修正を加えた．得られた修正仮説モデルを用い
て，等値制約を課したモデル比較を実施した．許容範囲内
で最も適合度の高いモデルを共通モデルとし，これを用い
て多母集団同時分析を実行した．クラスターごとに結果を
比較し，それぞれにおいて統計的に有意な差があるパスを
特定した． 
 

3  結結果果 

3.1  環環境境問問題題のの類類型型化化とと地地域域分分類類 

まずはコレスポンデンス分析により,環境問題と各国・地
域の相対的な位置づけを把握することで，地域住民が重要
視する環境問題の類型を定めた．分析の結果は図 2 の通り
である．第 2軸までの寄与率は 71.35％であり，データが持
つ情報は概ね平面上に集約されていると判断できる． 
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環境問題のカテゴリに注目すると，第 1 軸に最も高い寄

与を持っているのは「大気汚染」（43.94），次いで「地球温
暖化」（35.89）であった．バイプロットと併せて参照する
と，第 1 軸の右には「大気汚染」や「水質汚染」など「自
己回帰型」にあたる環境問題，左には「地球温暖化」や
「放射性廃棄物」など「加害型」の環境問題が配置されて
いる．したがって，日本や欧米諸国は加害型環境問題を重
要視する地域で，南アフリカや，日本を除くアジア諸地域
は自己回帰型環境問題を重視しているといえる． 

第 2軸では水不足が 80.47と非常に高い寄与を持った．次
いで「地球温暖化」（10.33），「放射性廃棄物」（5.27）とな
っている．第 2軸の最上部には「水不足」，下部には「家庭
ゴミの処理」や「放射性廃棄物」などが配置されている．
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国・地域の相対的な位置づけを把握することで，地

域住民が重要視する環境問題の類型を定めた．分析

の結果は図 2 の通りである．第 2 軸までの寄与率は

71.35％であり，データが持つ情報は概ね平面上に集

約されていると判断できる．

環境問題のカテゴリに注目すると，第 1 軸に最も

高い寄与を持っているのは「大気汚染」（43.94），次

いで「地球温暖化」（35.89）であった．バイプロッ

トと併せて参照すると，第 1 軸の右には「大気汚染」

や「水質汚染」など「自己回帰型」にあたる環境問題，

左には「地球温暖化」や「放射性廃棄物」など「加害

型」の環境問題が配置されている．したがって，日本

や欧米諸国は加害型環境問題を重要視する地域で，南

アフリカや，日本を除くアジア諸地域は自己回帰型環

境問題を重視しているといえる．

第 2 軸では水不足が 80.47 と非常に高い寄与を

持った．次いで「地球温暖化」（10.33），「放射性廃

棄物」（5.27）となっている．第 2 軸の最上部には「水

不足」，下部には「家庭ゴミの処理」や「放射性廃棄物」

などが配置されている．これらの環境問題に注目する

と，上部に位置する問題は人々が環境から何かを取る

行為から発生するものであり，下部に位置する問題は

環境に何かを投入する行為から生じるものである．つ

まり，第 2 軸は行為者の行為に焦点を当てたものと

推察できる．同じ自己回帰型環境問題でも，インドや

南アフリカでは水資源管理に関する問題，ロシアや中

国，台湾等では汚染に関する問題が重視されているこ

とがわかる．

以上より，環境問題は船橋（1995）の表現に基づき，

自己回帰型環境問題と加害型環境問題に大別できるこ

とが確認された．自己回帰型環境問題は，非協力行動

が環境から何かを「取る」ものなのか，それとも「投

図 2　コレスポンデンス分析の結果
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入する」ものなのか，という観点から二分することが

でき，木村（2002）に則れば，前者は資源管理問題，

後者は環境汚染問題と同義である．

ここで，図 2 の第 2 象限に位置するスペイン・オー

ストラリア・ニュージーランドの 3 カ国と，第 4 象

限に位置するイタリア・フィリピン・リトアニア・ス

ロバキア・クロアチア・スロベニアの 6 カ国に着目

する．これら 9 カ国は資源管理問題あるいは環境汚

染問題の近くに布置されているが，重視すべき問題に

地球温暖化を挙げた人数比が高く，一概に所属クラス

ターを判断することが難しい．そこで，これらの国は

階層クラスター分析の結果と併用して解釈することと

した．

デンドログラム（図 3）を見ると，南アフリカとア

メリカを境に，上位群は自己回帰型環境問題を重視す

る地域，下位群は加害型環境問題を重視する地域の 2

群での解釈可能性の高さが示唆された．フィリピン・

クロアチア・スロバキアは自己回帰型環境問題（環境

汚染問題），スペイン・オーストラリア・ニュージー

ランド・イタリア・リトアニア・スロベニアは加害型

環境問題を重視する地域に分類できた．

一方で，インドはクロアチアやスロバキアとの類似

度が高く，環境汚染問題を重視する国・地域群に分類

することも可能であることが新たに示された．しかし，

インドは水アクセスと水ストレスが南アフリカと同程

度であり，社会情勢から鑑みても，南アフリカとの類

似性は十分にあると言える．したがって，本研究にお

いては南アフリカと同じクラスターに分類することと

した．

最終的に 3 つのクラスターに分類できると判断し，

調査対象を表２の通り分類した．自己回帰型環境問

題を問題となる行為から二分し，水不足や水質汚染

などの資源管理問題ついて重視する群をクラスター 1

（N = 2,892），大気汚染やゴミ問題などの環境汚染

問題を重視する群をクラスター 2（N = 7,858）と

した．クラスター 3 は，地球温暖化問題やエネルギー

問題など加害型環境問題を重視する群である（N = 

11,873）．

3-2.　環境配慮意識形成の分析

3-2-1.　探索的因子分析の結果

まずはすべてのクラスターを統合し，各尺度の項目

が仮説モデルで示した心理要因を測定する変数として

分類可能かを探索的因子分析（最尤法，プロマックス

回転）およびα信頼係数の算出によって検討する． 

環境問題に対する危険性の認識尺度の 7 項目，行

動と環境保護尺度の 3 項目（「あなたは環境を守るた

めなら，値段の高い品物でも買うつもりがありますか」

「あなたは環境を守るためなら，かなり高い税金でも

払うつもりがありますか」「あなたは環境を守るため

なら，今の生活水準を落とすつもりがありますか」）

に関してはいずれも質問内容が酷似しているため 1

因子構造が予測された．また，固有値の減衰からも 1

因子解が示唆されたため，α信頼係数の算出のみ行っ
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これらの環境問題に注目すると，上部に位置する問題は
人々が環境から何かを取る行為から発生するものであり，
下部に位置する問題は環境に何かを投入する行為から生じ
るものである．つまり，第 2 軸は行為者の行為に焦点を当
てたものと推察できる．同じ自己回帰型環境問題でも，イ
ンドや南アフリカでは水資源管理に関する問題，ロシアや
中国，台湾等では汚染に関する問題が重視されていること
がわかる． 

以上より，環境問題は船橋（1995）の表現に基づき，自
己回帰型環境問題と加害型環境問題に大別できることが確
認された．自己回帰型環境問題は，非協力行動が環境から
何かを「取る」ものなのか，それとも「投入する」ものな
のか，という観点から二分することができ，木村（2002）
に則れば，前者は資源管理問題，後者は環境汚染問題と同
義である． 

ここで，図 2 の第 2 象限に位置するスペイン・オースト
ラリア・ニュージーランドの 3 カ国と，第 4 象限に位置す
るイタリア・フィリピン・リトアニア・スロバキア・クロ
アチア・スロベニアの 6 カ国に着目する．これら 9 カ国は
資源管理問題あるいは環境汚染問題の近くに布置されてい
るが，重視すべき問題に地球温暖化を挙げた人数比が高く，
一概に所属クラスターを判断することが難しい．そこで，
これらの国は階層クラスター分析の結果と併用して解釈す
ることとした． 

デンドログラム（図 3）を見ると，南アフリカとアメリ
カを境に，上位群は自己回帰型環境問題を重視する地域，
下位群は加害型環境問題を重視する地域の 2 群での解釈可
能性の高さが示唆された．フィリピン・クロアチア・スロ
バキアは自己回帰型環境問題（環境汚染問題），スペイ
ン・オーストラリア・ニュージーランド・イタリア・リト
アニア・スロベニアは加害型環境問題を重視する地域に分
類できた． 
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一方で，インドはクロアチアやスロバキアとの類似度

が高く，環境汚染問題を重視する国・地域群に分類するこ
とも可能であることが新たに示された．しかし，インドは
水アクセスと水ストレスが南アフリカと同程度であり，社
会情勢から鑑みても，南アフリカとの類似性は十分にある
と言える．したがって，本研究においては南アフリカと同
じクラスターに分類することとした． 
 
表 2 環境問題の類型と地域分類結果 

 
最終的に 3 つのクラスターに分類できると判断し，調査

対象を表２の通り分類した．自己回帰型環境問題を問題と
なる行為から二分し，水不足や水質汚染などの資源管理問
題ついて重視する群をクラスター1（N = 2,892），大気汚染
やゴミ問題などの環境汚染問題を重視する群をクラスター
2（N = 7,858）とした．クラスター3は，地球温暖化問題や
エネルギー問題など加害型環境問題を重視する群である
（N = 11,873）． 

 

3.2  環環境境配配慮慮意意識識形形成成のの分分析析  

3.2.1  探探索索的的因因子子分分析析のの結結果果 

まずはすべてのクラスターを統合し，各尺度の項目が仮
説モデルで示した心理要因を測定する変数として分類可能
かを探索的因子分析（最尤法，プロマックス回転）および
α信頼係数の算出によって検討する．  

環境問題に対する危険性の認識尺度の 7 項目，行動と環
境保護尺度の 3項目（「あなたは環境を守るためなら，値段
の高い品物でも買うつもりがありますか」「あなたは環境
を守るためなら，かなり高い税金でも払うつもりがありま
すか」「あなたは環境を守るためなら，今の生活水準を落
とすつもりがありますか」）に関してはいずれも質問内容
が酷似しているため 1 因子構造が予測された．また，固有
値の減衰からも 1 因子解が示唆されたため，α信頼係数の
算出のみ行った．結果，危険性の認識尺度はα= .81，行動
と環境保護尺度はα= .82と，高い一貫性が得られた．した
がって，危険性の認識に関する各項目の共通因子は「環境
リスク認知」，環境負担意向に関する項目の共通因子は
「行動意図」と命名した． 

環境保護行動の有効感覚・懐疑主義尺度から固有値を求
めたところ，値が 1 以上の固有値は 2 つであった．スクリ
ーテストおよび平行分析の結果からも 2 因子解が妥当であ
ると考えられたため，2 因子解を想定して探索的因子分析
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スクリーテストおよび平行分析の結果からも 2 因子

解が妥当であると考えられたため，2 因子解を想定し

て探索的因子分析を行った． 

第 1 因子は「私だけが環境のために何かをしても，

他の人も同じことをしなければ，あまり意味がないと

思う」など環境保護における自己効力感を問う項目

が集まったことから，「対処有効性認知」と命名した．

α信頼係数は .66 であった．第 2 因子は「環境問題

は，私の日常生活に直接影響を及ぼしている」が高い

因子負荷を示した．行動意図より抽象的かつ環境に対

する主観的態度を示す項目群であることから，「目標

意図」と命名した．α信頼係数は .38 であった．また，

2 つの因子間相関は .30 であり，自身の環境配慮行

動に有効感を感じる人ほど目標意図が増進される傾向

が見られた．

次に，社会規範に関する因子を特定するために，環

境，科学，自然に対する態度尺度について探索的因子

分析を行った．Reyes（2015）は優位的社会規範に

分類される質問項目として，「われわれが生活をあま

り変えなくても，科学が環境問題を解決してくれるだ

ろう」，「われわれは，景気などの現在の問題をあまり

重視せず，将来の環境問題に頭を悩ませすぎている」，

「人類の進歩が環境問題を損なっていることを，人々

は気にしすぎている」，「環境を守るために，［国］の

経済成長は必要である」の 4 項目を，新環境規範に

分類される質問項目として，「われわれが現在おこなっ

ているほとんどすべてのことが，環境を損なっている」

と，「経済発展は，常に環境破壊を伴う」の 2 項目を

挙げている．分析の結果は Reyes（2015）と完全

に一致したため，第 1 因子を「優位的社会規範評価」

（α = .66 ），第 2 因子を「新環境社会規範評価」（α

= .54 ）と命名した．

Saari and Damberg（2023）の研究では，は「わ

れわれが生活をあまり変えなくても，科学が環境問題

を解決してくれるだろう」，「われわれは，景気などの

現在の問題をあまり重視せず，将来の環境問題に頭を

悩ませすぎている」の 2 項目を含む因子を社会規範

として定義している．本研究でもこの 2 項目を含ん

だ優位的社会規範に対する評価が行動意図と関連する

として，「優位的社会規範評価」を以降の分析に採用

することとした． 

3-2-2.　仮説モデルの修正と共通モデルの選出

次に，内生変数を「目標意図」，「行動意図」，外生

変数を「環境リスク認知」，「対処有効性認知」，「社会

規範評価」に設定した仮説モデル（図 1）を使用して

確認的因子分析を行った．繰り返し試行した結果，外

生変数どうしの相関関係をモデルに組み込み，社会

規範評価から目標意図へのパスを設定することで最

も高い適合度を得ることができた（図 4）．適合度指

標は，CFI ＝ .954，TLI ＝ .942，RMSEA ＝ .044，

SRMR ＝ .041 であり，TLI がやや低いものの，デー

タに対するモデルの当てはまりは良好であると判断さ

れた．

また，目標意図の観測変数は 2 項目が想定されたが，

一貫性が低程度（α信頼係数は .38）であることが懸

念されていた．加えて，“環境問題は，私の日常生活

に直接影響を及ぼしている”は目標意図の定義（環境

問題に対して何らかの貢献をしたいという態度） と齟

齬があった．結果的には除外した方がモデルの適合度

が上がったため，“たとえお金や時間が余分にかかっ

ても，私は環境のためになることはする．” を単独で

使用することとした．

修正仮説モデルに基づき，等値制約を課したモデル

比較を行った．配置不変モデルの適合度が全般的に良

好であり，許容範囲内にあるため，これを共通モデル

とした．配置不変モデルは想定する母集団間で同一の

観測変数を扱い，同一の構成概念が仮定できることを

意味する．関数のデフォルトで因子分散は 1 に固定

されているため，追加で制約条件を課すことはしな

かった．

図 4 　修正仮説モデル
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を行った．  
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は除外した方がモデルの適合度が上がったため，“たとえ
お金や時間が余分にかかっても，私は環境のためになるこ
とはする．” を単独で使用することとした． 

 
図 4  修正仮説モデル 
 
修正仮説モデルに基づき，等値制約を課したモデル比較

を行った．配置不変モデルの適合度が全般的に良好であり，
許容範囲内にあるため，これを共通モデルとした．配置不
変モデルは想定する母集団間で同一の観測変数を扱い，同
一の構成概念が仮定できることを意味する．関数のデフォ
ルトで因子分散は 1 に固定されているため，追加で制約条
件を課すことはしなかった． 
 

3.2.3  多多母母集集団団同同時時分分析析にによよるる比比較較 

共通モデルを用いて，地域分類の結果に基づき多母集団
同時分析を行った．結果は以下の通りである．パス図にお
ける一方向の矢印は標準回帰係数，双方向の矢印は相関係
数を表わし，それぞれの値の隣には p 値を示す指標（ p 

< .001***, p < .01**, p < .05* ）を記載している．なお，統計
的に有意でないパスは図面から削除した． 

まずクラスター1の結果を図 5に示す．クラスター1は，
水不足や水質汚染といった自己回帰・資源管理型の環境問
題を重視していた． 

 



環境配慮意識に至る心理プロセスの国際比較

8

3-2-3.　多母集団同時分析による比較

共通モデルを用いて，地域分類の結果に基づき多母

集団同時分析を行った．結果は以下の通りである．パ

ス図における一方向の矢印は標準回帰係数，双方向

の矢印は相関係数を表わし，それぞれの値の隣には p

値を示す指標（ p<.001***, p<.01**, p<.05*）を

記載している．なお，統計的に有意でないパスは図面

から削除した．

まずクラスター1の結果を図5に示す．クラスター

1 は，水不足や水質汚染といった自己回帰・資源管理

型の環境問題を重視していた．

図 5 によれば，「環境リスク認知」から「目標意図」，

「目標意図」から「行動意図」においては 0.1％水準

で統計的に有意な正のパスが得られた．「対処有効性

認知」から「目標意図」は 5％水準で負の影響が観測

されたが，係数は -.08 であり，実質的な効果はほと

んど無いと考えられる．「社会規範評価」から「目標

意図」および「行動意図」に対しては 0.1% 水準で
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には負の相関，「対処有効性認知」と「社会規範評価」
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2 は，家庭ゴミの処理や大気汚染といった自己回帰・

環境汚染型の環境問題を重視していた．

内生変数の連関を確認すると，「目標意図」から「行

動意図」に 0.1% 水準で正のパスが見られた．外生
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「対処有効性認知」から「目標意図」に 0.1% 水準の
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価」は「行動意図」に対しては正の影響が見られたも

のの，「目標意図」に対しては負の影響をもたらして

いた．そのため，「行動意図」に対する総合効果は .07

と若干程度であった．外生変数どうしでは「リスク認

知」と「社会規範評価」の間に弱い正の相関関係が見

られ，「対処有効性認知」と「社会規範評価」の間に

中程度の正の相関が確認された．

最後に，クラスター 3 の結果は図 7 の通りである．

クラスター 3 は，地球温暖化や天然資源の枯渇，放

射性廃棄物といった加害型の環境問題を重視する集団

である．

「対処有効性認知」と「目標意図」の間には統計的

に有意な影響が確認できなかったが，他の潜在的な構

造変数間のパス係数はすべて 0.1％水準で有意であっ

図 5　 クラスター 1 の標準化推定値付きパス図

図 6　 クラスター 2 の標準化推定値付きパス図

図 7 　クラスター 3 の標準化推定値付きパス図
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は除外した方がモデルの適合度が上がったため，“たとえ
お金や時間が余分にかかっても，私は環境のためになるこ
とはする．” を単独で使用することとした． 
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数を表わし，それぞれの値の隣には p 値を示す指標（ p 

< .001***, p < .01**, p < .05* ）を記載している．なお，統計
的に有意でないパスは図面から削除した． 

まずクラスター1の結果を図 5に示す．クラスター1は，
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図 5  クラスター1の標準化推定値付きパス図 
 
図 5によれば，「環境リスク認知」から「目標意図」，「目

標意図」から「行動意図」においては 0.1％水準で統計的に
有意な正のパスが得られた．「対処有効性認知」から「目
標意図」は 5％水準で負の影響が観測されたが，係数は-.08

であり，実質的な効果はほとんど無いと考えられる．「社
会規範評価」から「目標意図」および「行動意図」に対し
ては 0.1%水準で負の影響が見られた．「行動意図」に対す
る総合効果（目標意図を媒介した間接効果と直接効果の和）
は-.27 であり，「社会規範評価」は「行動意図」に負の効果
をもたらすと推測された．外生変数の相関関係に注目する
と，「環境リスク認知」と「社会規範評価」の間には負の
相関，「対処有効性認知」と「社会規範評価」の間には正
の相関が確認された． 

次にクラスター2の結果を図 6に示す．クラスター2は，
家庭ゴミの処理や大気汚染といった自己回帰・環境汚染型
の環境問題を重視していた． 

 
図 6  クラスター2の標準化推定値付きパス図 
 
内生変数の連関を確認すると，「目標意図」から「行動

意図」に 0.1%水準で正のパスが見られた．外生変数に着目
すると，「環境リスク認知」から「目標意図」，「対処有効
性認知」から「目標意図」に 0.1%水準の正の影響が確認さ
れたが，決定係数 R２が.05と小さい．すなわち，「目標意図」
に対するこれらの直接効果は十分に説明されていないと言
える．「社会規範評価」は「行動意図」に対しては正の影
響が見られたものの，「目標意図」に対しては負の影響を
もたらしていた．そのため，「行動意図」に対する総合効
果は.07と若干程度であった．外生変数どうしでは「リスク
認知」と「社会規範評価」の間に弱い正の相関関係が見ら
れ，「対処有効性認知」と「社会規範評価」の間に中程度
の正の相関が確認された． 

 
図 7  クラスター3 の標準化推定値付きパス図 
 
最後に，クラスター3の結果は図 7の通りである．クラス

ター3 は，地球温暖化や天然資源の枯渇，放射性廃棄物と
いった加害型の環境問題を重視する集団である． 

「対処有効性認知」と「目標意図」の間には統計的に有意
な影響が確認できなかったが，他の潜在的な構造変数間の
パス係数はすべて 0.1％水準で有意であった．クラスター1，
クラスター2 と同じく，「目標意図」は「行動意図」の促進
に寄与していた．それぞれの説明変数を確認すると，「環
境リスク認知」と「対処有効性認知」は「目標意図」に，
「社会規範評価」は「行動意図」に正の影響をもたらして
いた．外生変数は「環境リスク認知」と「対処有効性認
知」，「社会規範評価」の間に正の相関が見られ，同様に
「対処有効性認知」と「社会規範評価」の間にも正の相関
が確認できた． 

図 5 から図 7 のパス図を比較すると，仮説 1 の「資源管
理問題，加害型環境問題を重視する国（地域）では環境リ
スク認知が目標意図に正の影響を与える」は支持されてい
た．汚染問題を重視するクラスター2 でも正の影響が確認
できたが，他のクラスターと比較すると弱い値であった． 

仮説 2 の「加害型環境問題を重視する国（地域）よりも，
自己回帰型環境問題を重視する国（地域）の方が，対処有
効性認知が目標意図の促進要因になりやすい」については，
今回の分析結果からは支持されなかった．地球規模の課題
を重視するクラスター3 が最も強い正の影響を示し，僅差
でクラスター2 が続いた．クラスター1 に関しては 0.5%水
準で弱い負の影響を示していた． 

仮説 3 の「優位的社会規範に懐疑的である国（地域）で
は，社会規範評価が行動意図に正の影響を与える」は支持
された．優位的社会規範に懐疑的である国（地域）は本研
究においてはクラスター3 が該当し，正の影響が確認され
た．一方，クラスター2 では総合的に弱い正の影響，クラ
スター1では負の影響が見られた． 
 

4  考考察察 

社会的ジレンマの観点から見た環境問題の類型に基づき
地域分類を行い，環境配慮的な行動意図形成までのプロセ
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仮説 2 の「加害型環境問題を重視する国（地域）よりも，
自己回帰型環境問題を重視する国（地域）の方が，対処有
効性認知が目標意図の促進要因になりやすい」については，
今回の分析結果からは支持されなかった．地球規模の課題
を重視するクラスター3 が最も強い正の影響を示し，僅差
でクラスター2 が続いた．クラスター1 に関しては 0.5%水
準で弱い負の影響を示していた． 

仮説 3 の「優位的社会規範に懐疑的である国（地域）で
は，社会規範評価が行動意図に正の影響を与える」は支持
された．優位的社会規範に懐疑的である国（地域）は本研
究においてはクラスター3 が該当し，正の影響が確認され
た．一方，クラスター2 では総合的に弱い正の影響，クラ
スター1では負の影響が見られた． 
 

4  考考察察 

社会的ジレンマの観点から見た環境問題の類型に基づき
地域分類を行い，環境配慮的な行動意図形成までのプロセ
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た．クラスター 1，クラスター 2 と同じく，「目標意図」

は「行動意図」の促進に寄与していた．それぞれの説

明変数を確認すると，「環境リスク認知」と「対処有

効性認知」は「目標意図」に，「社会規範評価」は「行

動意図」に正の影響をもたらしていた．外生変数は「環

境リスク認知」と「対処有効性認知」，「社会規範評価」

の間に正の相関が見られ，同様に「対処有効性認知」

と「社会規範評価」の間にも正の相関が確認できた．

図 5 から図 7 のパス図を比較すると，仮説 1 の「資

源管理問題，加害型環境問題を重視する国（地域）で

は環境リスク認知が目標意図に正の影響を与える」は

支持されていた．汚染問題を重視するクラスター 2

でも正の影響が確認できたが，他のクラスターと比較

すると弱い値であった．

仮説 2 の「加害型環境問題を重視する国（地域）

よりも，自己回帰型環境問題を重視する国（地域）の

方が，対処有効性認知が目標意図の促進要因になりや

すい」については，今回の分析結果からは支持されな

かった．地球規模の課題を重視するクラスター 3 が

最も強い正の影響を示し，僅差でクラスター 2 が続

いた．クラスター 1 に関しては 0.5% 水準で弱い負

の影響を示していた．

仮説 3 の「優位的社会規範に懐疑的である国（地域）

では，社会規範評価が行動意図に正の影響を与える」

は支持された．優位的社会規範に懐疑的である国（地

域）は本研究においてはクラスター 3 が該当し，正

の影響が確認された．一方，クラスター 2 では総合

的に弱い正の影響，クラスター 1 では負の影響が見

られた．

4.　考察

社会的ジレンマの観点から見た環境問題の類型に基

づき地域分類を行い，環境配慮的な行動意図形成まで

のプロセスとその地域差について仮説を立て，検証し

た．以下ではその結果を考察する．

4-1.　共通モデルについて

まず環境問題全般に共通して，次の 2 点が言える．

第 1 に，「目標意図」は「行動意図」の促進要因となっ

た．これは環境へ配慮しようとする態度が，それに合

致した行動をとろうとする意志を強化することを表わ

す．「目標意図」は，広瀬モデルで説明された「環境

リスク認知」と「対処有効性認知」に加え，クラスター

によっては「社会規範評価」にも規定された．「行動

意図」は「目標意図」と「社会規範評価」，つまり個

人の利己的な動機と，準拠集団が包含する価値観の双

方から影響を受け，形成されることが判明した．

第 2 に，「対処有効性認知」と「社会規範評価」の

間には統計的に有意な正の相関がある．改めて観測変

数に着目すると，「〈他者も〉同じような行動をとらな

ければ意味がない」，「〈私たちは〉環境への悪影響を

心配しすぎだ」，というように，いずれも前提条件と

して自分以外の行為者の存在を示唆している．した

がって，他者も協力行動をとっている／とっていない

という信頼あるいは認知の誤謬が，環境配慮行動の選

択率に影響する可能性がある． 

4-2.　環境リスク認知と目標意図の

連関について

仮説 1 では資源管理問題を重視する国・地域（ク

ラスター 1），加害型環境問題を重視する国・地域（ク

ラスター 3）においては「環境リスク認知」が「目標

意図」に正の影響を与えるとしていた．実際はすべて

のクラスターにおいて，「環境リスク認知」が「目標

意図」に対して正の影響を与えていた．ただし，環

境汚染問題を重視する国・地域（クラスター 2）で

は，標準回帰係数が他群と比較して小さい傾向にあっ

た．クラスター 2 については「環境リスク認知」と「対

処有効性認知」の間の相関関係も見られず，「環境リ

スク認知」が環境配慮的な意識の活性に十分な効果を

発揮していないと言える．広瀬（1994）は，「環境

問題を差し迫った危機事態だと意識することが少ない

環境汚染型の事例では，リスク認知は環境配慮的行動

の主要な規定因とはなりにくい」と述べており，本研

究も同様の結論に至ったと言える．
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4-3.　対処有効性認知と目標意図の

連関について

「対処有効性認知」から「目標意図」に対する正の

影響が確認されたのはクラスター 2，クラスター 3

であり，クラスター 1 では実質的な影響が示されな

かった．これは仮説 2 および広瀬（1994）の記述と

は異なる結果であった．そのため，「対処有効性認知」

に関しては，人々が重視する環境問題に焦点を当てる

のではなく，彼らが属する国・地域の特徴を鑑みて，

考察を進めることとする．

表 2 を参照すると，自己回帰型環境問題を重視す

るクラスターは途上国・新興国が多く属し，加害型環

境問題を重視するクラスターはおおよそ先進国により

構成されている．そこで，何らかの対処によって環境

問題は解決が可能であるという有効感に対しては，個

人の生活の豊かさが影響すると仮定し，検証する．分

析には各国の「対処有効性認知」の平均値を被説明変

数，20 年から 22 年の一人あたり GDP の平均値を

説明変数とした単回帰分析を取り入れた．なお，台湾

は一人あたり GDP が公表されていないため項目から

削除した．2 つの変数は単位が異なるため，事前に標

準化の処理を施した．

結果は次の通りである．モデルの決定係数 R2

は .52，自由度調整済み決定係数は .50 であり，「対

処有効性認知」の分散に対する説明力は許容範囲に

あった．決定係数に関する F 検定は 0.1% 水準で有

意であり（ F  = 25.01），モデル全体が統計的に有意

であることが示された．一人あたり GDP の標準回帰

係数は .72（ p<.001）であった． 以上より，「対処

有効性認知」は個人の生活水準（科学技術の進歩やそ

れに対する信頼など）が向上すると促進される傾向が

あると言える．一方，クラスター 1 ではわずかなが

ら負の傾向を示していたことから，生活水準が極端に

低い場合，「目標意図」に対する妨害要因となる可能

性が示唆される． 

4-4.　社会規範評価と行動意図の

連関について

「社会規範評価」の潜在変数に対する影響の程度は，

クラスターによって異なった．クラスター 1 では内

生変数に対して負の影響を与えており，行動意図への

負の効果が算出された．クラスター 2 では「行動意図」

に対しては正の影響を与えた一方，「目標意図」に対

しては負の影響を与えていたため，総合効果は微弱で

あった．クラスター 3 では「目標意図」への直接効

果は確認できなかったが，「行動意図」に対しては正

の影響を与えており，仮説 3 は支持された．このよ

うな地域差が生じた背景に，産業構造の変化に伴う社

会規範の変容があると考えられる．茅野・湯浅（2020）

は環境問題の解決を担当する行政と，環境問題の解決

を図る環境保護運動を主体とする環境制御システムの

形成，経済システムに対する介入について，歴史的回

顧に基づき 5 つの段階的な深化を示した．行為主体

が属する社会がどの段階に到達しているのかを考える

ことで，「社会規範評価」と「行動意図」の連関に地

域差が生じた背景がおよそ説明できる．

クラスター１を構成する国々では産業化が進展し，

技術至上主義的な価値観が肯定的に受け入れられる．

それが行為主体の「目標意図」や「行動意図」に負の

影響をもたらし，資源管理問題に陥ってしまう．クラ

スター 2 を構成する国・地域ではこうした状況の解

消に向け，経済システムに制約条件が課された段階に

ある．しかし行為主体にとっては安価なガソリン車の

購入・利用といった非協力行動を選択した方が有利で

あり，「社会規範評価」は「行動意図」にほとんど寄

与しない．結果，環境汚染問題が潜在的な課題となっ

てしまう．経済システムを構成する各主体が環境配慮

的な取り組みを経営課題に据え置くのが，クラスター

3 を構成する国々である．環境調和型の経営課題化が

進み，従来の技術至上主義的な価値観が否定的に認識

されるようになる．その結果，「社会規範評価」が「行

動意図」の促進要因に転じたと考察できる．

5.　結論

5-1.　総括

本研究では各国・地域によって重視する環境問題が

異なることに着目し，それぞれの社会を構成する個人
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がどのような心理プロセスを経て環境配慮行動を選択

するのかを比較・検討した．広瀬モデルを発展させた

共通モデルを構築し，多母集団同時分析により以下の

知見を得た．

資源管理問題を重視する国・地域群（クラスター 1）

では「目標意図」から「行動意図」への直接効果が最

も強く，環境配慮の態度形成が重要であることが示さ

れた．環境汚染問題を重視する国・地域群（クラスター

2）では「環境リスク認知」と「対処有効性認知」の

両方が「目標意図」に正の影響を与え，危機意識と実

効性の認識が重要であった．加害型環境問題を重視す

る国・地域群（クラスター 3）では，「社会規範評価」

が「行動意図」に正の影響を与え，優位的社会規範へ

の批判的態度が環境配慮行動を促進することが明らか

になった．

本研究で得られた知見は次の 2 点に集約される．

第 1 に，環境にやさしい目標を設定・発信すること

の重要性である．「目標意図」が「行動意図」の増進

に寄与していたことから，環境配慮の態度形成が行動

変容の基盤となることが確認された．第 2 に，環境

に負荷をかけずして個人の生活水準を向上させる方略

の重要性である．経済的要因が環境配慮意識の形成プ

ロセスに影響し，個人の生活水準向上が「対処有効性

認知」を促進していた．

5-2.　今後の課題

本研究の分析は人々が重視する環境問題の類型に基

づく地域分類と，分類結果に基づく仮説検証の 2 段

階で行われた．各段階において，次のような課題が見

られた．

第 2 段階（モデルの比較・検討）においては次の

2 点が課題として挙げられる．まず，使用データの性

質上，広瀬モデルにおける「責任帰属の認知」，「便益・

費用評価」，「実行可能性評価」に対応する測定項目が

なかった．本研究は，類型ごとの相違が予想される規

定因に絞って調査を行ったため，これらの要因につい

ては言及しなかった．しかし，心理プロセスの比較・

検討ではなく，具体的な解決策の立案を目的とする場

合には，上記 3 要因が環境配慮意識の規定因になる

ことも想定すべきであろう．特にクラスター 2 につ

いては，今回の分析で決定的な促進要因を解明するこ

とができなかった．今後は上記 3 要因の測定項目を

含めた質問紙の作成および調査の実施が求められる．
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